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答申第２１１号

答 申

第１ 審査会の結論

実施機関の決定は妥当である。

第２ 諮問事案の概要

１ 行政文書の開示請求

審査請求人は、平成２３年１２月１８日、奈良県情報公開条例（平成１３年３月奈

良県条例第３８号。以下｢条例｣という。）第６条第１項の規定に基づき、奈良県警察

本部長（以下「実施機関」という。）に対し、「奈良県公安委員会の会議に際して、

奈良県警察本部長及び部下職員が意見や報告を述べる際に作成した手持ち資料」の開

示請求（以下「本件開示請求」という。）を行った。

２ 実施機関の決定

平成２３年１２月２７日、実施機関は、本件開示請求に対応する行政文書が、条例

第２条第２項に規定する行政文書に該当しないとして、行政文書の不開示決定（以下

「本件決定」という。）を行い、審査請求人に通知した。

３ 審査請求

審査請求人は、平成２４年１月９日、本件決定を不服として、行政不服審査法（昭

和３７年法律第１６０号）第５条の規定に基づき、実施機関の上級庁である奈良県公

安委員会（以下「諮問実施機関」という。）に対し、本件決定の取消しを求める審査

請求を行った。

４ 諮 問

平成２４年１月１９日、諮問実施機関は、条例第１９条の規定に基づき、奈良県情

報公開審査会（以下「当審査会」という。）に対して、当該審査請求に係る諮問を行

った。

第３ 審査請求人の主張要旨

１ 審査請求の趣旨

原処分を取り消し、当該行政文書を開示せよとの裁決を求める。

２ 審査請求の理由

審査請求人が、審査請求書において主張している審査請求の理由は、おおむね次の

とおりである。

（１）理由付記の瑕疵について
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奈良県警察本部長は、開示しないこととした理由として、開示請求の対象が、条

例第２条第２項に規定する行政文書に該当しないためとしているが、これだけでは、

客観的に見ても不開示理由が明らかにされているとは言えない。

そもそも、条例が不開示決定に理由を付記すべきものとしているのは、不開示決

定という不利益処分を行うのに際して、奈良県警察本部長の判断の慎重と公正さを

担保してその恣意を抑制するとともに、不開示理由を開示請求者に知らせることに

よって、その不服申立てや訴訟提起に便宜を与える趣旨であると解釈すべきであり、

このような理由付記制度の趣旨に鑑みれば、不開示決定書に付記すべき理由として

は、いかなる事実に基づき、いかなる条項を適用して不開示としたのかを不利益処

分を受けた者が了知しうるものでなければならず、単に根拠条項を示しただけに過

ぎない本件処分は、条例第１１条第３項の定める理由付記の要件を欠くものである。

以上のことから、原処分には理由付記に明らかな瑕疵があるので、奈良県警察本

部長は、原処分自体を取り消すべきである。

（２）組織共用文書について（条例第２条第２項）

先に述べたとおり、奈良県警察本部長がどのような事実に基づき条例第２条第２

項を適用したのか不明であるが、同条同項を見れば、私が開示請求した「奈良県公

安委員会の会議に際して、奈良県警察本部長及び部下職員が意見や報告を述べる際

に作成した手持ち資料」という行政文書がいわゆる「組織共用文書」であるか否か

についてということが争点となっているものと推測されることから、この件につい

て述べることとする。

奈良県公安委員会運営規則（昭和３０年奈良県公安委員会規則第２号）第８条第

１項によれば、奈良県警察「本部長は、会議に出席し、意見を述べることができる。

」と規定され、また、同条第２項によれば、「本部長は、委員会の承認を得て、部

下職員を会議に出席させることができる。」と規定されていることから、奈良県警

察本部長及び部下職員（以下「奈良県警察本部長等」という。）は、奈良県公安委

員会の会議に出席することが認められている。

このように会議に出席し、意見を述べることができる以上は、奈良県警察本部長

等は、会議の議事に関する資料である議案書を所持しているはずであり、このよう

な手持ち資料がないと適切に意見を述べることは非常に困難である。また、会議の

議事の他にも、奈良県警察に関する所要の報告がなされているはずであり、こうし

た各種報告に必要な資料は、組織において業務上必要なものとして利用又は取得さ

れたものであり、利用の実態からしても組織共用文書としての性質を備えている。

なお、これらの手持ち資料は、奈良県警察本部長等が単独で作成し、又は取得し

た文書で専ら自己の職務遂行のために利用し、組織としての利用を予定していない

ものとは言えず、また、奈良県警察本部長等の個人的な検討段階に留まるような性

質のものではない。

以上のことから、奈良県警察本部長が条例第２条第２項を適用したのは、条例の

解釈を誤っており、処分には理由がない。

第４ 諮問実施機関の説明要旨

諮問実施機関が、理由説明書及び口頭理由説明において説明している本件決定の理

由は、おおむね次のとおりである。

１ 理由説明書
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（１）本件開示請求に係る文書の性格

奈良県公安委員会の運営に関しては、警察法（昭和２９年法律第１６２号）第４

５条に基づく奈良県公安委員会運営規則（昭和３０年奈良県公安委員会規則第２号。

以下「運営規則」という。）に規定されており、奈良県公安委員会の会議に関して

は、運営規則第３条から第９条に規定されている。

会議は、運営規則に基づいて、委員（委員長を含む。）２名以上の出席をもって

開催され、委員長が会議の議長となって会議を主宰し、奈良県警察本部長、各部長、

首席監察官等（以下「警察本部長等」という。）が出席することとなる。

警察本部長等の報告等に際しては、当該報告等の主管課が作成した会議資料に沿

って又は会議資料によらず口頭により報告等することとなるが、いずれの場合にお

いても、報告内容の根拠等に関する資料を会議席上に持参することがある。

審査請求人は、本件開示請求以前に実施機関に対して○○○件を超える行政文書

の開示請求を行い、開示決定等の通知を受けている者であり、情報公開制度には精

通していると認められたことから、審査請求人が求める文書は、奈良県公安員会の

会議席上において配付される会議資料ではなく、警察本部長等が報告等のために持

参する手持ち資料と認められた。

（２）本件開示請求の対象に関する条例第２条第２項の該当性について

会議において報告等のために必要があって実施機関の職員が作成し、会議出席者

に配付する会議資料については条例第２条第２項に定義されている行政文書として

実施機関が管理しているが、審査請求人はあえて「手持ち資料」の開示を請求して

いることから、「手持ち資料」の条例第２条第２項の該当性について検討する。

条例において「行政文書」とは、実施機関の職員が職務上作成し、又は取得した

文書、図面及び電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認

識することができない方式で作られた記録をいう。以下同じ。）であって、当該実

施機関の職員が組織的に用いるものとして、当該実施機関が保有しているもので、

不特定多数の者に販売することを目的として発行されるもの等を除いたものである

ことが条例第２条第２項に定義されている。

本条項の解釈として、「奈良県情報公開条例の解釈運用基準」では、「職員が単

独で作成し、又は取得した文書であって、専ら自己の職務の遂行の便宜のためにの

み利用し、組織としての利用を予定していないもの」、「職員が自己の職務の遂行

の便宜のために利用する正式文書と重複する当該文書の写し」及び「職員の個人的

な検討段階に留まるもの」などは組織的に用いるものには該当しない旨明記されて

いる。

また、作成又は取得された文書が、どのような状態にあれば組織的に用いるもの

と言えるかについては、文書の作成又は取得の状況、当該文書の利用の状況、保存

又は廃棄の状況などを総合的に考慮して実質的な判断を行うこととされている。

会議における報告等のために警察本部長等が会議に持参する手持ち資料は、正式

文書と重複する当該文書の写しや、報告要旨を職員自ら又は部下職員がとりまとめ

たものなどであるが、これらは報告等の便宜のための個人的な手持ち資料であって、

他の会議出席者に配付することもなく、組織利用を想定していない性格のものであ

るから、専ら当該職員の判断で処理することができ、その性格は、実施機関の長で

ある奈良県警察本部長の手持ち資料であったとしても変わらないものである。

本件開示請求の対象となっている個人的な手持ちの資料を組織共用文書としての
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性質を備えているとする審査請求人の主張は、条例第１条の目的に照らしても誤っ

た解釈であることは明白である。

したがって、本件開示請求の対象である手持ち資料は、条例第２条第２項に規定

する「行政文書」の定義には該当しないことから、本件決定を行ったものである。

（３）理由の付記について

条例第１１条第３項には、「全部を開示しない旨の決定又は一部を開示する旨の

決定をしたときは、（中略）書面にその決定の理由を記載しなければならない。」

と規定されており、理由を記載していない場合又は記載された理由が不明確な場合

には、瑕疵ある行政処分として、取り消される場合もある。

実施機関は、本件決定の理由が「開示請求の対象が、条例第２条第２項に規定す

る行政文書に該当しないため」であることを不開示決定通知書（平成２３年１２月

２７日付け県サ第５２１号）により審査請求人に通知している。

この点、審査請求人は、実施機関の理由付記に瑕疵があると主張するが、条例第

１１条第２項に基づく不開示決定の具体的なケースとして、「奈良県情報公開条例

の解釈運用基準」によれば、「開示請求の対象が、条例第２条第２項に規定する行

政文書に該当しないとき。」が該当すると明記されており、本内容を通知した実施

機関の処分に瑕疵があるとする審査請求人の主張には何ら根拠がない。

（４）結語

以上のことから、奈良県警察本部長が行った本件決定は妥当なものであり、審査

庁である公安委員会としては、本件決定について原処分維持が適当と考える。

２ 口頭理由説明

審査請求人は、本件開示請求日より○○日前に「奈良県警察○○署○○課に所属す

る警察官が出席した○○○○に関する会議の会議資料」を請求しており、「会議資料

」と「手持ち資料」の意味合いを十分認識し、これを使い分けて開示請求を行ってい

ると判断し、本件開示請求に対応する文書を特定した。

公安委員会の会議に出席し、報告を行う幹部は、自らの便宜のために、用語の意味

や事案の背景などを説明しやすいように加筆した資料を公安委員会の会議に持参して

いる。当該資料は、会議終了後いずれかに提出することはないものであり、その性質

上、組織共用文書とはいえず、審査請求人の主張は当たらないと判断している。

不開示理由の付記については、条例第１１条第３項には、「全部を開示しない旨の

決定又は一部を開示する旨の決定をしたときは、書面にその決定の理由を記載しなけ

ればならない。」と規定されており、実施機関は、本件決定の理由が「開示請求の対

象が、条例第２条第２項に規定する行政文書に該当しないため」であることを不開示

決定通知書により審査請求人に通知している。奈良県情報公開条例の解釈運用基準で

は、不開示決定の具体的なケースとして、「開示請求の対象が条例第２条第２項に規

定する行政文書に該当しないとき。」と明記されており、実施機関の理由付記に瑕疵

があるとする審査請求人の主張は、何ら根拠のないものである。

第５ 審査会の判断理由

当審査会は、本件事案について審査した結果、次のとおり判断する。

１ 基本的な考え方
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条例は、その第１条にあるように、県政に対する県民の理解と信頼を深め、県民の

県政への参加を促進し、もって県民の知る権利への理解を深めつつ、県の有するその

諸活動を県民に説明する責務が全うされるようにするとともに、公正で開かれた県民

本位の県政を一層推進することを目的として制定されたものであり、その解釈・運用

に当たっては、県民の行政文書開示請求権を十分尊重する見地から行わなければなら

ない。

したがって、当審査会は県民の行政文書開示請求権を十分尊重するという条例の趣

旨に従い、諮問実施機関の意見聴取のみにとどまらず、審査に必要な関係資料の提出

を求め、当審査会により調査を行い、条例の適用について判断することとした。

２ 本件決定の妥当性について

（１）本件審査請求の趣旨について

審査請求人は、開示請求書において、「奈良県公安委員会の会議に際して、奈良

県警察本部長及び部下職員が意見や報告を述べる際に作成した手持ち資料」の開示

を求めている。

一般的に、「手持ち資料」とは、実施機関の職員が会議で説明又は報告（以下「

説明等」という。）を行う場合において、会議資料やその参考となる資料に、自ら

の説明等に必要となる補足事項を記載したうえで、会議に持参している資料と考え

られる。

したがって、本件開示請求に対応する文書は、奈良県公安委員会の会議（以下「

本件会議」という。）で説明等を行う実施機関の職員（以下「説明者」という。）

が本件会議に持参した、本件会議の資料やその参考となる資料に自らの説明等に必

要な補足事項が記載された文書（以下「本件対象文書」という。）であると考える

のが相当である。

そして、審査請求人は、審査請求書において、会議における説明等に必要な資料

は、組織共用文書としての性質を備えている旨主張しているのに対し、諮問実施機

関は、本件対象文書は実施機関の職員が自らの説明等の便宜に供するための文書で

あり、条例第２条第２項に規定する行政文書に該当しない旨主張している。

また、審査請求人は、本件決定に係る理由付記について、単に根拠条項を示した

だけに過ぎない本件決定は、理由付記制度の趣旨に鑑みれば、理由付記の要件を欠

くものであるから、原処分を取り消すべきである旨主張している。

以上のことから、本件事案の争点は、本件対象文書が条例第２条第２項に規定す

る行政文書に該当するか否か及び本件決定における理由付記の妥当性についてであ

る。

（２）本件対象文書の条例第２条第２項該当性について

条例に基づく開示請求の対象となる「行政文書」については、条例第２条第２項

本文において、「実施機関の職員（県が設立した地方独立行政法人にあっては、役

員を含む。以下同じ。）が職務上作成し、又は取得した文書、図画及び電磁的記録

（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式

で作られた記録をいう。以下同じ。）であって、当該実施機関の職員が組織的に用

いるものとして、当該実施機関が保有しているもの」と規定されている。

本件対象文書について、実施機関は、説明者が本件会議における説明等に使用す

ることを目的としているものである旨説明していることから、職務上作成されたも
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のであると認められる。

次に、本件対象文書が、実施機関の組織において業務上必要なものとして利用又

は保存されている状態にあるかどうかという点について、諮問実施機関は、本件対

象文書は、自らの説明の便宜のために、説明者自らが会議の資料等に加筆したもの

であり、他の実施機関の職員に配布することもなく、専ら当該職員の判断で処理す

ることができるものであると主張している。

先述のとおり、一般的に、「手持ち資料」とは、実施機関の職員が会議における

説明等を行う場合において、会議資料やその参考となる資料に、自らの説明等に必

要となる補足事項を記載したうえで、会議に持参している資料と考えるのが相当で

あり、これらの資料が本件会議に説明者が持参したものであるとする諮問実施機関

の説明に、特段不自然、不合理な点はなく、その他に本件開示請求に対応する文書

が存在すると推測させる特段の事情もない。

したがって、本件対象文書は、本件会議の資料やその参考となる資料に、説明者

が自らの説明等に必要な補足事項を記載した文書であると考えるのが相当であり、

説明等を行う事項を説明者自らが失念することのないように作成された備忘録とし

ての性質のみを有すると解するのが相当である。

これらのことから、本件対象文書は実施機関の職員に組織的に用いられるものと

は認められない。

以上のことから、本件対象文書は、条例第２条第２項に規定する行政文書に該当

しないとする諮問実施機関の説明は是認できると判断する。

（３）理由付記について

条例第１１条第３項には、「開示請求に係る行政文書の全部を開示しない旨の決

定又は一部を開示する旨の決定をしたときは、当該各項に規定する書面にその決定

の理由を記載しなければならない。」と規定されているが、この規定は、不開示と

する理由の有無について、行政の慎重かつ合理的な判断を確保するとともに、審査

請求等に便宜を与える趣旨であると解される。

一般的に、文書の不存在を理由とする不開示決定においては、文書を作成又は取

得していないのか、あるいは作成又は取得した後に廃棄したのか等、当該文書不存

在となった要因についても理由として付記することが求められる。

この点、当審査会が、本件決定に係る行政文書不開示決定通知書を見分したとこ

ろ、開示しないこととした理由欄に、「条例第２条第２項に規定する行政文書に該

当しないため」と、本件行政文書が不存在である理由が適用される条文番号ととも

に記載されていることから、本件決定に係る理由付記は、本件決定を取り消さなけ

ればならないほどの不備があるとはいえない。

３ 結 論

以上の事実及び理由により、当審査会は「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。

第６ 審査会の審査経過

当審査会の審査経過は、別紙のとおりである。
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（別 紙）

審 査 会 の 審 査 経 過

年 月 日 審 査 経 過

平成２４年 １月１９日 ・ 諮問実施機関から諮問を受けた。

平成２４年 ２月１６日 ・ 諮問実施機関から理由説明書の提出を受けた。

平成３０年 ８月２９日 ・ 事案の審議を行った。

（第２２２回審査会） ・ 事案の併合を行った。

平成３０年１０月 ５日 ・ 事案の審議を行った。

（第２２３回審査会） ・ 諮問実施機関から不開示理由等を聴取した。

平成３０年１０月２６日 ・ 事案の審議を行った。

（第２２４回審査会）

平成３０年１１月２８日 ・ 事案の審議を行った。

（第２２５回審査会）

平成３０年１２月２７日 ・ 事案の審議を行った。

（第２２６回審査会）

平成３１年 １月３１日 ・ 答申案のとりまとめを行った。

（第２２７回審査会）

平成３１年 ２月２５日 ・ 実施機関に対して答申を行った。
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（参 考）

本 件 答 申 に 関 与 し た 委 員

（五十音順・敬称略）

氏 名 役 職 名 備 考

以呂免義雄 弁護士 会 長 代 理
い ろ め よ し お

奈良女子大学研究院生活環境科学系
久保 博子
く ぼ ひ ろ こ

教授（住生活・住環境学）

小谷 真理 同志社大学政策学部准教授（行政法）
こ た に ま り

関西学院大学法学部法律学科教授
野田 崇 会 長
の だ たかし

（行政法）

細見三英子 元産経新聞社記者
ほ そ み み え こ


